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	５．議事録要旨


（１）開会

（２）議事

　　≪前回の委員からのご意見・ご指摘に対する回答を事務局より説明≫
◎津村座長

　　今の事務局の説明に対して委員の皆さまからご質問等はあるか。

○多胡委員

　　今の市民会館の大ホールはどれぐらいの利用率になるのか。365日の中で、どれぐらい埋まっている状態なのか。

●事務局（河辺参事）

　　日数稼働率でいいますと、大ホールについては74.3％である。

○多胡委員

　　小ホールの方が稼働率は良いのか。

●事務局（河辺参事）

　　小ホールにつきましては59.3％である。

○本杉委員
　　資料2の5ページの大ホールの目的別利用件数で、全体の利用から見ると無料の公演が多く、運営していくには大変厳しいと思うが、ずっとこういう状況なのか。何か理由があるか。

●事務局（河辺参事）

　　ご質問の件ですが、「無料」というのは、使用料が無料ということではなく、鑑賞者の入場料が無料ということである。

○本杉委員

　　入場料が無料ということは、創る側も安く創っているということか。借りるにしても大変お金がかかると思うが、何かバックグランドがあるのか。
無料で公演を行うということは、それなりの負担を借りる人がしているということになると思うが。

●事務局（河辺参事）

　　例えば、音楽につきましては、学校の芸術鑑賞や吹奏楽部の発表会等の催しが多いように聞いております。講演・研修会につきましても、企業の研修や内部利用といった使われ方が多いと考えております。

○本杉委員

　　研修などで使われる場合、当然使用料を払って使用していると思うが、学校等の場合には減免制度はあるか。

●事務局（河辺参事）

　　減免は行っていない。
○本杉委員

　　そうすると、全員使用料を払っているということか。

●事務局（河辺参事）

　　使用料については、全額いただいている。

◎津村座長
　　現在は指定管理者が入って、利用料金制度を採っているのか。

●事務局（河辺参事）

　　利用料金制度を採用している。
◎津村座長
　　それであれば、利用料金が指定管理者に入るので、問題ないと思う。

◎津村座長
　　子どもたちへの普及活動というのが、結構前面に出ているところがあるが、どういう普及活動があるか質問したい。昔は学校で演奏するだけでも普及活動といわれていたが、今は、「アウトリーチ」という呼び方で実施されている事業があり、より子ども達に密着した形でいわゆる普及活動といったものが行われていて、普及だけではなくて、その音楽や芸術のツールを使って、子ども達の育成というところまで深く入ってきているところだが、普及活動というのは、どういう範囲まであるのか。

●事務局（柴坂主幹）
　　資料であるように例えば、ジョイフルオーケストラという事業では、オーケストラの音楽を聴くだけではなく、一部で楽器の紹介をまず舞台の上でしていただいて、そのあと、他の会議室に分かれて、実際にその楽器を子ども達に触っていただく時間を公演の合間に５０分ほど設けている。子ども達が好きな楽器であるとか弦楽器・管楽器のセクションに行って、プロの方から弾き方とか音の出し方を学んでいただくような事業になっている。

　　もう一つは、例えば、アートワールドという事業も文化振興財団でやっており、そちらについては、新進芸術家のアートマーケット的なイメージがあるのだが、必ず新進アーティストが子ども達向けのワークショップをして、影絵の作り方や彫刻刀を使った簡単な作品の作り方等を一緒に学びながら、子ども達に「芸術文化というのは楽しいものである」ということを分かってもらえるような事業となっている。

○西尾委員

　　堺シティオペラに興味を持ったのだが、私がラブリーホールに在籍しているときに、ラブリーオペラというのを作ったが、この堺シティオペラの運営やオーディションに対して市民会館は関わっているのか。それとも市民団体で、社団法人になられたということですが、どの程度関わっているのか。

●事務局（柴坂主幹）
　　堺シティオペラの事業は、主催がシティオペラになっていて、運営・オーディション等はシティオペラが単独でやっている。

○西尾委員

　　貸館ということでやっているのか。

●事務局（柴坂主幹）

　　文化振興財団は、共催ということでその事業に関わっており、チケット販売の協力であるとか、当日、受付周りの協力等をしている。

○西尾委員

　　印象では、堺シティオペラというのが昭和53年から続いていて、とても大きな事業であると思う。ここから出られたソリストとかは国立に行くような段階はあるか。

●事務局（柴坂主幹）

　　すべてのソリストの方が、そういったステップを踏まれているということではないが、中には、並河寿美さんのように「蝶々夫人」で蝶々夫人をなされた方であるとか、そういった方も輩出されており、シティオペラという舞台をステップアップとして、全国に羽ばたく人もいる。
○橋爪委員

　　資料2の1ページの決算の話で、文化会館等施設運営の経費が、年度ごとに大きく変動しているが、何か理由があるのか。

●事務局（柴坂主幹）
　　この費用の中には、指定管理者への指定管理委託料のほか、文化課が直接行う修繕工事の費用が入っているので、工事の大小で変動がある。

平成22年度からは、平成21年度半ばにオープンした美原文化会館が本格的に稼働しているので、このタイミングで1館増えている。

○橋爪委員

　　1館増えたが、1年で元に戻ったということになるのか。

●事務局（柴坂主幹）
　　指定管理者を選定する際に、その指定管理期間すべての委託料を計上してもらいますが、年度ごとに様々な要素があるので、それらを勘案しながら委託料を決めているので、変動が出てきていると考えている。

○橋爪委員

　　決算額が、施設の整備の時にだけ上がって、終わると下がってしまうということをどう評価するかだな。

≪案件１　「事業計画」について事務局より説明≫

　　
◎津村座長

　　今の説明に対して、ご意見等はあるか。

○多胡委員

　　総花的なところをどう整理していくかが重要である。ひとつの建物の中でいろいろなホールや部屋があって、そこでいろいろな事業を行うと、バラバラになってしまうので、このようなホールだと落ち着かない。最終的に説明ができないと思う。

◎津村座長

　　今の段階では総花的になっているが、今の話を聞いていると、ある程度の規模のホールをつくるときに最初に出てくる資料は、どの自治体でも同じである。今回の場合はここからいかに優先順位をつけていったらいいかということと、切り離していかないといけない事業もあると思う。
ただ、このままだと運営予算はいくらになるのだという話であるので、何をこのホールの最大のミッションにしていくか、目的にしていくのかということについて色々とご意見いただければと思っている。

　　ミッションに合った事業ができ、なおかつ事業の収支がとれるようになれば、それに越したことはないと思う。ただ、ホールというのはどうしても赤字というように言われてしまうが、実際には、赤字という言い方は変で、ランニングコストを貸館だけで賄うのは民間でも無理なので、そういうことではなく、かかる費用をいかに有効的・効率的に使えるかというやり方があると思う。その辺を含めて色々とご意見をいただければと思う。

○橋爪委員

　　ミッションは、資料2の14ページに尽きると思う。堺市マスタープランの作成に携わらせていただいた。ひとつには、この中枢文化施設とは何か、堺市が南大阪というか泉州・和歌山に至るまで、いかに拠点的な都市であるかを考えたうえで中枢文化施設とは何かを考える。この資料にもあるが、昭和40年に市民会館ができた当時は、南大阪の中で素晴らしく大規模なホールであった。地域における中枢的なホールのあり方が、昭和40年と現在では意味合いは変わっているだろうが、現時点においては、南大阪・和歌山に至るまで最も素晴らしいホールであると思う。
お金をかけて設備の立派なホールにするという意味合いではなく、まず、市民会館が背負っているミッションはどういったものかを位置づけなければならない。それは、新たな文化の創造・発信・交流の拠点であるという概念がここで示されている。
前回も申し上げたが、大阪市で新しいホールができるからというわけではなくて、新しいニーズをここで喚起させ、新しい創造的な演目をどんどんここで生み出し、南大阪で中枢的な拠点という位置づけを自ら言葉で語らないといけない。「他にあるから我々は、そういうことをしなくてもいい」というような、劣化した志ではないと思う。
一方で、資料2の14ページの左下にある地域文化施設の役割で各区にある市民活動の場との連携という部分をどう受け取るかという議論が必要である。前回も申し上げたが、一つの建物の中に両方が収まるとしても、それぞれ空間的にも機能的にも仕分けされるべきものであると考える。この二つの中にいろいろな事業とか計画が入っていくので、我々は、それぞれの在り方に関して十分に検討する必要がある。
その二つが、一つの事業方針となっていくので、色々なものがあると見えてしまっていると思う。市民発表の場的なものは、そういうものとして考え方をまとめていけばいいし、南大阪の中枢的な施設的なものは別に考え方をまとめればいいと思う。

　　年間の決算をみると、文化振興財団への補助を入れて通常8～9億ぐらいかけているので、現状でも堺市は文化会館等の施設運営に、市民一人あたり年間1,000円ぐらいの経費をかけている。それに応分の市民サービスとして見れば、この施設の使命は大事であると思う。
昭和40年につくって、もはや老朽化しているので現在の会館は建替えなければいけない。このあと40年から50年間、新しい市民会館を使いこなしていかなければならない。年間の文化関連の予算の中で一番大きなウエートを占めるものが、ホール施設の管理運営費だということを意識しながら、どのような施設が必要なのかを考えるべきである。
中枢施設のほうは、できるだけ興行とかが入って収益をあげなければならない。費用を稼げる施設でなければならないと思う。市民向けの施設とともに、公共が担う事業の二つをうまく整理しながら、最終的な事業計画になればいいと思う。

○本杉委員

　　資料を見ていると、地域施設の役割を持っているところと中枢施設の役割を持っているところがまだ明確ではないように思える。新しい市民会館のミッションという中に「市民の」という言葉が多くて、新たな文化の創造・発信・交流というときに、誰が創造して、どういう発信がされて、どういう交流がされるのかを考えたときに、今の地域文化施設でやっているものとあまり差がないように感じる。
失礼な言い方になるかもしれないが、市民ギャラリーとプロフェッショナルな美術館というものがある。プロフェッショナルな美術館というものは、市民ギャラリーとは全く違った使われ方、お客さんの集め方をしている。これまでの説明だと、市民ギャラリーが大きくなっただけのように感じる。そこはもうちょっと整理すべきだと思う。他の市だと、自分のところで芸術集団を持っていて、それで創造的な活動をしている。それは、経費はかかるが都市のイメージをあげるものである。フェスティバルでも世界的に高いレベルでの催しをやっている。基本コンセプトでいうところの「文化を活かした都市の魅力と新しい顔づくり」の良いやり方だと思う。市民の文化的活動だけでそれをやるのは、難しいのではないかと思う。創造的な活動に市民がいろいろな形で参画するということは、当然あると思うが、創造・交流・発信というところをもうちょっと具体化してイメージしていかないと、区分けが曖昧なままだと思うので、気がかりである。

◎津村座長

　　ホールをつくるときに出てくる課題だと思う。「創造・発信」という言葉があるが、発信できるのは、アマチュアではなくて、相当高いレベルのプロが作品づくりをしたときだけである。そうでなければ、日本中に発信できない。そこを言葉でごまかしている部分がある。アマチュアの作品づくりというのは、「まじわる」というところになると思う。そこの部分は明確にしておく必要がある。

○西尾委員

　　堺市を拠点に文化芸術活動をしている市内文化芸術団体はどれぐらいあって、どれぐらいのレベルなのか。

●事務局（河辺参事）
　　堺市文化団体連絡協議会の加盟団体で言うと、138団体、約1万5千人である。堺を拠点に優れた舞台芸術・音楽活動に取り組む団体は、堺シティオペラ・大阪交響楽団があると思う。

○多胡委員

　　ミッションの話はわかったのだが、それをどう具体化するかだと思う。現実的な
ところで言うと、やっぱり貸しホールでないとすると、そこにどういう風にプロの団体が関係してくるのかというのがないと、市民のさっきおっしゃった問題も特化していけない。そういう時にとりあえずは堺シティオペラと大阪交響楽団が今回の市民会館で一番定期公演をやるということは考え方として持っておくべきではないか。

　　ホール時代というのがあり、西脇市などでホールができた。中には、高山のように最新の施設がないような状況なのに成功させているところがある。これはプロが来るからである。西脇市は定期的にある週だけ呼んでいる。外国でいえば、音楽祭とかフェスティバルとかいろいろな時にプロが集まってくるから成功している。
堺の場合、そこをどう見ていくのか。堺シティオペラや大阪交響楽団が小学校に行ったりしているので、そこを育成していくのだろうなと思う。その辺は今回の内容に安定していて、各区にある施設と違って、中枢的なものとして見ていけばいいのではないかと考えている。そうでなければ、新たに考えないといけない。

◎津村座長

　　ホールを使用するところには、今おっしゃったことともう一つ、誤解されてしまうかもしれないが、興行をどのように入れていくのかということだと思う。公共が興行的なことをやっていいのかという議論もあるが、全然問題はないと思う。
拠点をつくったからには、幅広い公演を見ていただくということと、人材発掘と育成を含む地域の文化をいかに活性化していくのか、そして、コミュニティ的な事業をどういう風にしてやっていくのかっていうこことバランスをとるかということが拠点の役割だと思う。

○多胡委員

　　施設を考えるときにも事業をどうしていくかの見通しを持つ必要があると思う。決断するべきときにあると思う。

◎津村座長

　　役割やミッションのところで言うと、プロとしてのスキルを持つホールをつくるということを一つの方向性として持つ必要があると思う。市民会館では、アマチュアのホールというのが、たくさんあるが、ここはプロのホールをつくるという方向性を持っておかないと事業が進まないと思う。

○橋爪委員

　　資料2の24ページでいうと、ホールエリアの「優れた舞台芸術や多彩な公演、発表会など」というのが、大ホール的なものであり、プロが利用すると思う。また、中・小ホールは市民が利用すると思う。これらをどう配置するのかが大切だと思う。プロが公演している舞台に市民が立つというのが、誇りにもなることがあると思う。中途半端な施設をつくって、プロが利用できないということは問題である。
堺市の文化施策の中で一定の割合を特定の公益法人に現在委託しており、ラブサウンズシリーズをはじめている。今後、ますます堺市文化振興財団がプロデューサー能力を持って、新しい事業を展開し、新しい施設の中核的なラインナップを作っていくことを期待している。

　　もう一点としては、新しいフェスティバルがここからできるとか、これを契機として何らかの分野を堺が伸ばすのだという発想がいる。新たな需要を立ち上げていかない限り、ニーズがないという話になってしまう。外の興行を受け入れるだけという発想ではなく、新しい市民会館ができるときに他ではやってないような分野に突出した文化的なフェスティバルが生まれるのを期待している。

○本杉委員

　　日本中でフェスティバルをやっており、どういうフェスティバルをやるのかを考える必要がある。市や財団が中心になってやっていくのか、実行委員会形式でやっていくのかも考えていかなければならない。それをやるにしても日常から文化的な活動に対して市民の方たちの関心の目がないと盛り上がっていかないと思う。札幌にしても松本にしても、いろいろなフェスティバルを見ると、市民の方たちが非常に積極的にボランティアやいろいろな立場で参加されていて、下支えをしている。その人達も同時に自分たちの活動を行っているのが、非常に特徴的だと思う。
東京だと公演には行くが、ボランティアはやらないという方が多い。都市の性格による。いろいろな分野で活動をしている方たちがいるので、みんなから盛り上がっていく土壌を大切にされるのはいいと思う。　　
○本杉委員

　　資料2の13ページの文化芸術推進プランの重点施策の体系において、その重点施策のうちどういうことが、どの程度まで達成できたとか、どういう段階にあるか等を示していただきたい。

●事務局（河辺参事）
　　達成状況といいますか、現在、取り組み中のものが多い状況である。

○本杉委員

　　目標に対してどこまで頑張って走っていっているかが大事である。行政の役割として未来を描くことは重要なことではあるが、資料でお示しのＰＤＣＡサイクルのとおり、目標に対してどの程度が達成できているかという確認をすることが大切だと思う。
○橋爪委員

　　現在の文化芸術推進プランにはＰＤＣＡサイクルの視点はあったか。

●事務局（河辺参事）
　　現在のプランにおいても進行管理システムの活用ということでＰＤＣＡサイクルの視点はある。

◎津村座長

先ほどの委員の話はすごく重要で、今のミッションや役割を全部機能して持つホールを整備した時にどこまでのレベルまでやるのかによって、その役割の５割しかできなかったとなってはホールを持て余してしまう可能があると思う。スタッフの数、力量、そこに市民の方にどのように関わっていただけるのか、予算の問題を含めて、ホール大きさも含めたレベルを考えていかないと、建てるときはいいが中期・長期の大規模修繕のことまで考えると15年後ぐらいには30億円ほどの修繕費がかかるので、その辺のことも考えていかないといけないと思う。

○本杉委員

　　大雑把に言うと、建物は何も使わなくても毎日、動かしていくだけでも1㎡で年間1万円以上かかる。20,000㎡だと2億円にもなる。それにプラス事業費がかかるので、これらを踏まえてどの程度の規模を造るのかというのを頭の中で考えておくことが重要なことだと思う。

　　非常に優れた施設を造れば、それ応分の維持管理費がかかってくるわけで、ちゃんと使いこなせていないともったいない施設になる。

まつもと市民芸術館では1,800席の大ホールと288席の小ホールと練習室、リハーサル室などがあり非常に性能が高いが、サイトウ・キネン・フェスティバルを毎年やったり、平成中村座の公演を非常に長期にわたってやられたり、しかも街中を使って行われており、施設のひとつにとどまらない展開にしている。

そのように年間どのくらいの予算をその施設にかけることができるのかということから逆算して事業の内容を決めていくことも必要である。

◎津村座長

　　松本市の場合は、サイトウ・キネン・フェスティバルという大きな目玉があって、それはホールや予算とは直接関係ない次元でやっていたが、逆にホールの核になっている。
そのあとは芸術監督を迎えて芸術監督独自の展開と、サイトウキネンの芸術監督である小澤征爾さんと串田和美さんという世界的な芸術家ふたりが向き合って話ができたことが成功できた要因だと思う。
　　あと、松本市の場合、大きなポイントは歴史である。昔から文化、特に音楽に関してはスズキ・メソードの発祥の地でもあるし、文化というものを地域が支えてきたという歴史があった。そういう意味では、堺は日本トップレベルの歴史の資源を持っているので、うまく利用するという意味ではなく、それがある上にどのように連携していくのか考えていかなければいけないと思う。

　　資料2の13ページに伝統産業を活用した文化事業の展開と書いてあるが、文化というものはしっかりと考え、実行していけば新しい産業として活用していけるので、そのことも踏まえてどのような施設を造っていけばいいのか考える必要があると思う。

○西尾委員

　　ＮＨＫ大阪ホールは放送と連動するということでスタートしたが、15年が経過すると、今や貸館で興行を埋めなければ成り立たない。貸館で1カ月に6回入れて、公共的に使うのは落語や漫才で、最近では「おかあさんといっしょ」についてもお金を取るようになってきている。10年前とは段々変ってくることもあるので、そういう風にならないでほしいと思う。

◎津村座長

　　地域の施設にとって貸館はものすごく重要である。貸館というとネガティブというイメージがありますが、貸館というもののレベルをあげていくことはホールの仕事である。ただ単に管理だけをしているだけではそれだけだが、ホールの人間が利用者に対して「このように出来ます」「このようにしましょう」とすることでどんどん市民のレベルはあがっていく。ホールの使命は確実にある。だから貸館ということでひとくくりにせず、市民の舞台芸術活動をホールがどれだけ支援できるかという体制をつくるというのもいいと思う。

　　そのようになると堺市だけでなく、色んなところから新しいホールを使いたいという団体が増える。大阪市内も近いわけですからどんどん来ることになる。

○多胡委員

　　資料2の24ページの事業計画を踏まえた主な施設イメージのアンケートやワークショップでの主な意見等のところで、大ホールが1400席から2500席、現在と同程度以上となっているが、2500席というのは桁が違う。1400席ぐらいまでは市民利用も考えられるが。ほか中小ホールも書かれていますが、ある程度の方向が出た方があとの議論がしやすいのでは。特に大ホールは。

　　大ホールと中ホールでいくのか、大・中・小でいくのか、その辺りの意見をもらいたいと思う。
○本杉委員

　　2500席というと愛知県の芸術劇場がありますが相当に大きい。どのくらいことをやっているかは市の方で調べられればいいと思うが、それ以上で言うと静岡県のグランシップは4,600人を収容できる。アリーナ利用やタミヤの模型などのイベントなど幅広く利用されている。

　　2500席を埋めるとなるとポピュラーやイベント、大会になると思う。
○多胡委員

　　演劇などは、中ホールとかの方が向いていると思う。

○橋爪委員

整備計画の中でハードと事業の在り方以外にプロデューサー制を導入するのかという運営体制についても検討するのか。

◎津村座長

　　運営体制も含めた提案をしていくつもりである。

○橋爪委員

　　そうであれば、運営体制と事業方針を併せて考えていかなければならず、運営体制中にプロデューサー的な役割を果たす人材が重要である。

○本杉委員

　　たしかに1400席、2000席、2500席規模の施設を運営していくにはしっかりとしたプロデューサーがいないと絶対に無理である。

◎津村座長
　　本杉委員の発言のとおり、一番席を埋めやすいのはポップス系である。そこを上手くきちとんとホールとしてコントロールしていかなければならず、外部にコントロールされてしまうと絶対にいけない。プロモーターの方々と連携し事業を進めていくための人材が内部に必要である。

　　また、オペラとなると、2500席を埋めるとなると国内では無理で、海外との関係性を持つ人間が近いところにいないと難しく、橋爪委員の言うとおりプロデューサーの力がホールの要になっていくので、組織をどのようにしていくのか併せて議論していく必要がある。
　　中小ホールについても、市民の方に使用していただいて公演やっていただくわけだが、演劇で600～1000席というとプロ仕様である。演劇の分かるプロの人間が近くにいないといけない。

　　また、市民の方が舞台を踏んでいく中でアドバイスができるプロのプロデューサーがいた方がホールとしては絶対に良いわけで、組織体制を考えることが非常に重要なことなので、この懇話会の中で提言していかなければならないと思う。
○本杉委員

　　私が、歌舞伎を観て一番感動したのは歌舞伎座ではなく渋谷の東急Bunkamuraシアターコクーンである。スケールはとても大事で、シアターコクーンは750席ぐらいでちょうどいい大きさで江戸時代の芝居小屋も同じぐらいの大きさである。資料2の16ページで「文化芸術を通じた感動」と使われているが、適切な大きさを考えていくべきだと思う。

　　小ホールでも、市民の方たちの利用で300席を埋めることはかなり大変で、500～600席となると年に何組かの利用が数回あるかもしれないが、一般的には300席ぐらいが使いやすいと思う。100～150席だとお客さんに来ていただけやすく、内容としてもグレードが高く、非常に利用率が高くなり、外への発信性は低いがお客さんの満足度の高い事業ができると思う。規模については、そのようなことを考えて研究された方がいいと思う。

○津村座長

　　今の段階であるので極論を言うと、小さなホールになると設置条例にまで反映していく判断になる。一斉に利用予約をとるのか、優先条例をひくのか、話を進めていかないといけない。誤解を承知で言うと、すごく良い機能を持った小ホールでピアノ発表会を土曜日の午前・午後と利用すると、土曜日以外の1週間が使用しにくくなる場合が多い。市民のための財産ですからやむを得ないが、うまくコントロールするためには優先条例など将来的には考えていかなければならず、逆にホールのハードいうものを相当考えていかないと前には進まないだろうと思う。
　　大ホールについては、ある自治体で市内小学生の鑑賞教室で子どもたちをワンステージで済ますために、1800席のホールがほしいといった地域があったが、2ステージに分けて行えば良いのではと思う。
　　はっきりと役割を持って、例えば2000席、2500席が必要なのだと言えるような論理を作っていかなければならない。堺の場合は、南大阪の中核としてやっていくわけで興行的なことを含めて考えると2000席は必要であるというのも大きな目的の一つだと思う。

　　本杉委員が専門家と思うが、大ホールを小さく利用するというのも技術的には可能であるか。

○本杉委員

　　技術的には可能で出来ないこともない。2000席を造ってでも1500席仕様も可能である。

○津村座長

松本市は、サイトウ・キネンのときは1800席を使うが、お芝居をやりたいときは全ての天井を降ろして1200席にするように技術的な問題でクリアしている。

○多胡委員
　　阪神間にあるピッコロシアターでは、大阪市からも利用されていて出身者が沢山いるが、青年とか演劇とか自分で演じていくのがすごく好きである。ピッコロシアターは青少年を呼んできて指導されているわけだが、それを今度地域に帰って公演するとなると年1回だったらやりたいと。市民施設でも利用料金がかかり、1回で何十万円かかるとなると600席でもチケットを売ったり自分で出したりしてでもやりたいという人達が結構いる。
　　一方、他の文化イベントなどでは400席がちょうど良い場合があるので、大中ホールのことについても整理しておく必要があると思う。大と中だけでは稼働でいうとオペレートしづらく、使っていないケースが多いと思う。どこかで整理をしてまとめきらないといけないと思う。
○橋爪委員

　　昭和40年以降に建てられた公民館や市民会館などは、建てていった順番に更新をしていく段階になっており、堺市民会館の建替えの時にこれまでの経験則ではなくてこれからどのような状況になっていくのかを考えながら、我々は検討しなければならない。

人口が急激に減る一方、都市部に人が集まり、高齢の方がたくさん都市部に住まわれる。人口の在り方が10年20年経つと変わってくるが、都市部で文化的な場が今まで以上に必要になってくることは間違いなく、人口80万の堺市が、泉州全部を見据えて、10年20年を見据えて次の世代にどのような箱を用意するのかが、今回のミッションであると考えている。

公民館運動のように、市民一人一人が文化を享受する場を公共が用意するべきだという供給サイドの問題ではなく、新たな需要を喚起するとか、消費者目線から発想するなど、公共的なホールの位置付けは昭和40年から変わってきているはずである。新しい公共の使命を踏まえて考えてもらわないとまちは元気がなくなる。そのような拠点であり、ミッションがあると思う。

○多胡委員
　　先ほど青少年の話をさせていただいたが、青少年は最初自分たちの舞台をやるにもお金がない。その人たちが、次の芸術を担っていくので無くてもやる。既成の人たちが何かやる時は青少年の人たちが物凄くサポートする。その辺のことがあるので、使える場としての中小ホールのことも考えていかなければならないというのが趣旨である。青少年のことを抜いて考えてしまうと全然伸びていかないと思う。最近では各施設もソフトもハードも整ってきているが。
　　今の建替えブームは、確かに色んな意味で持っているホールと市民の芸術活動とマッチングできていないという面があると思う。耐震基準適合力に流されているので、それだけで流されると本当に良くない。だから、この懇話会で基本的な方針とかきちんと決めていかないといけない。
○津村座長

　　市民会館ブームの第1期は昭和40年代で、文化会館とか市民会館という名称がついて全国で500くらいできて、次の50年代に700くらいできている。ぎりぎり40年代にできた施設は公会堂式で舞台が小さくて客席が広い傾向がある。耐震のこともあったのだが、この40年で舞台芸術がかなり変わってしまいましたので対応できないことは確かにある。建替えるということは相当な予算がかかるが、地域の核にしてやっていくのであれば理解ができると思う。
　　ただ、今から建替えるとなると後発となるので、拠点ということであれば相当覚悟を決めてやらないと「後発なのに何故こんなこともできないの？」と見られてしまう側面がある。

○橋爪委員

　　そこのところが大きく、1周遅れて先を見据えなければならない。尖がるところは尖がらなければならないと思う。

◎津村座長
　　座席と規模については100の意見があると思うので、どれぐらいのミッションであればどれぐらいの規模が必要である等の提言は必要である。
○本杉委員

　　資料2の18ページの創造事業を見ると市民利用が多いが、資料2の14ページの中枢文化施設の役割を見るともっとレベルの高いものをめざしているように思う。オーケストラや楽団を持つということはなかなか簡単に言えないが、どの程度の活動をするのか大雑把にでも描いていないと決めていくことができないと思う。例えば規模によって働く人数が変わってくるし、トップに立つ人の性格も変わってくると思う。

◎津村座長

　　そこの話をするためには事例的なことを出さないと仕方ないと思う。例えば、北九州芸術劇場は、今回の市民会館と同じく「観る、創る、育てる」の3つのコンセプトで、この3輪を同時に動かすということを重要視して進めている。地方都市なので、街の中にホールに関係している新しい産業がない。その産業が欠落しているということもあり、スタッフは全部ホールで抱える必要がある。年間に30日か40日、瞬間最大風速に耐えられる人数を抱えないといけないので、現在74名で運営している。60名から70名というのは、さいたま芸術劇場と兵庫県立芸術文化センターとか限られたところでしかないと思う。もちろん、新国立劇場は、100名近くで運営しているが。それぐらいの人数になると、確実に作品をつくっていくということになる。

北九州芸術劇場は、1300席の大ホールと700席の中劇場と120席程度の小劇場と稽古場と制作工房等を持っているが、現在の事業量では70名ぐらいでないと運営できない。稼働率は、大ホールで80％を超えており、中劇場、小劇場も作品を作るために利用していることを含めると80％近い。また商店街や地域との協働で作品創りや、公演の事業をしたり、学校や地元企業へのアウトリーチも数多く実施しているためである。
ただ、堺の場合は大阪ということもあり発注先がたくさんあるので、そこまで抱える必要はない。北九州でそこまで抱えた理由は、人材育成というのがある。そこで働いている若い子たちに事業化させて、一つの会社を作って、産業化させていこうという狙いがあったので、最初の10年間は全て抱えるという計画になった。
堺では最初からスリムでもやっていけると思う。そういった事例を見ながらでないと、組織的な話は進んでいかないと思う。もちろん、事業と並行して議論をする必要がある。

○本杉委員

　　私は小さいホールがいいと言っているだけではなく、無名塾がある能登演劇堂は、人口8000人であったのにもかかわらず600席もある。非常に強い意志があったので成功したと思う。それが起点になって、遠くからお客さんが来てくれて、そこだけでは泊まるところがないので周りに流れていく。来るとだいたい何日間か能登を廻って、観光して帰ることになるので、周辺にも喜ばれている。
このような施設もあるので、意志があればつくることができると思う。そこの館長も、「産業化していく」という気構えを持っていたし、東京から指導者を呼んで、小中学生に芝居のワークショップを続けていた。そういうことは、規模に関係なくできている。そこに強い意志がないと継続できないし、発案もできないので、堺市の最初の態度として、どの辺で行くぞという気構えが必要であると思う。

◎津村座長

　　あそこは、県立の高校に演劇コースまで設置した。

○本杉委員

　　図書館と併設しており、最初の計画は公民館的な発想であったが、途中で計画がかわった事例である。

◎津村座長

　　仲代さんのグループがかなり提案したので、「あんなに演劇のやりやすい劇場はない」と日本中で言われている。それぐらいの意気込みがあったと思う。

◎津村座長

　　いろいろなご意見があったが、この懇話会でどこまで掘り下げて、着地させていくのかということもあると思うが、いろいろな意見をまとめていくことが重要であると思う。根幹になる話は詰めていく必要はある。

　　懇話会は何回行う予定なのか。

●事務局（河辺参事）
　　5回を予定している。
○橋爪委員

　　スケジュールはどうなっているのか。

●事務局（河辺参事）
　　5月末までにまずは、整備計画（案）をまとめていければと思っている。

○橋爪委員

　　その案というのは、基本計画レベルなのか。

●事務局（河辺参事）

　　事業計画、施設計画、管理運営計画まで含めた内容を考えている。

◎津村座長

　　施設計画と管理運営計画について、1回ずつで委員の皆様にご意見をいただければと思う。

◎津村座長

　　今、この規模の施設をつくれば、南大阪と言わず、かなり広範囲で主力のホールになると思う。

○本杉委員

　　どのぐらい充実したものをつくるかにもよると思う。

◎津村座長

　　ミッションのところをちゃんとできれば良いと思う。

○本杉委員

　　工事中のフェスティバルホールを見に行って来たが、今までのフェスティバルホールと違うレベルのものをつくっている。ポピュラーは相当流れると思う。ポピュラーに関連する人達は期待していると思う。
◎津村座長

　　逆に、フェスティバルではやらない事業など、こちらの企画で何か面白い方向性をつけることができるようなプロデューサーがいれば良いと思う。

○橋爪委員

　　フェスティバルホールもオリックス劇場も相当先まで埋まっていると聞いている。

◎津村座長
　　余談になるが、大阪国際会議場はアーティストにとって厳しいと聞いている。

○橋爪委員

　　コンサートをするときには、上の会議室もすべておさえる必要があると聞いている。

本来、コンベンション施設なので、コンサートには向いていない。

○多胡委員

　　国際的なシンポジウムをやっており、コンベンションでは使いやすい。

　　今回の市民会館をつくると、堺市の歴史から言うと東南アジア等の関係があるので、ここでの公演もあるし、向こうに行っての公演もあるような仕掛けを今後つくっていく必要がある。

◎津村座長

　　これから先、国際交流というのは、重要なポイントになってくると思う。

　　もう一つ、国が進めている劇場法の問題がある。これから先、劇場法をどう捉えていくのか、いかないかの選択もあるし、文化庁が出している優れた劇場に対する助成金を考えると、拠点にするなら、重点支援施設をとっていくと。重点支援施設をとっているのは、関西では、兵庫県立芸術文化センターとびわ湖ホールなので、その施設と同様の立ち位置を持つことは、国際交流は確実にやっていかなければならないことだと思うし、人材育成・作品づくりということが、重きに置かれているので、そこも含めて方向性が決まっていくと思う。

今のミッションで言うと、重点支援施設をとりにいくホールであっていいと思う。そこを踏まえたホールづくりをしないといけない。特に堺の場合でいうと、歴史的に国際交流をやっていて当たり前のようなイメージがありますから、確実に国際交流という話はでてくると思う。

○本杉委員

　　それでいうと、コンベンション利用というのはないのか。

◎津村座長

　　そういうのはあると思う。

○多胡委員

　　政令指定都市なら、それもプラスでつくる勢いがいると思う。他の意味でのコンベンションがあるから、ホールの文化の芸術性や音楽を混ぜると失敗してしまう。

◎津村座長

　　一つ言えるのは、規模にもよるが国際コンベンションというものになると、結局は、会場の利用しやすさだけではなく、なによりも地域の文化度が優先されることが多い。コンベンションを引っ張ってくるためには、堺の文化資質をかなりレベルアップしなければならない。

○橋爪委員

　　今の堺市内ではどこでコンベンションをやっているのか。

●事務局（岡崎部長）

　　産業振興センターやリーガロイヤルホテル堺である。

○多胡委員

　　医学会等があると思う。ホール、ホテル、コンベンションを持っていれば、3つ一緒に使用する。百舌鳥古墳群や大浜公園が有効に働くと思う。
○橋爪委員

　　2000席程度のホールがなく、コンベンション機能がないので、ホテルに流れてしまう。

○本杉委員

　　歴史的な文化遺産があるがアピールが少なく、あまり知られていないのでは。そして、もう一つは食であると思う。歴史的なものとおいしい食文化があれば、人は集まると思う。
（３）次回の開催予定について


●事務局（松下）
次回の開催につきましては、４月２３日（月）１０時から１２時に堺市役所本館地下１階の大会議室で開催を予定している。

改めてご案内をさせていただくが、第３回の開催に先立って事前に資料をご送付させて頂く。
（４）閉会
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